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１．はじめに―問題の所在―
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は、地震、津
波、そして原子力発電所の事故が重なり、特に岩
手県、宮城県、福島県に甚大な被害をもたらした。
被害の詳細がより正確に把握できるようになった
2012 年 3 月 10 日現在、死者 15,854 人、行方不
明者 3,155 人に上っている。災害から時を置かず
して展開されたアメリカの「トモダチ作戦」に代
表されるように、254の国・地域・国際機関（2011
年 5 月 2 日現在）から人的、物的、精神的な支援
が日本に寄せられた。
　人、モノ、金、情報が大規模に移動するグロー
バル化の時代において、国のみならず自治体も外
国の都市と何らかの交流を行っている。たとえば、
2012 年 1 月 31 日現在、姉妹（友好）都市提携件
数が 1616 件（都道府県 135 件、市 1159 件、東京
23 区 39 件、町 248 件、村 35 件）に上っている
という事実は、それを象徴的に物語っている（参
考資料1）。それでは、今回の災害において、外国
の自治体から日本の市町村にどのような支援が送
られてきたであろうか。確かに、新聞やテレビな
どのマスメディアを通して、断片的に支援に関す
る情報を入手することはできた。例えば、岩手県
岩泉町には姉妹都市のアメリカ・ウィスコンシン
州ウィスコンシン・デルズ市から、震災 1カ月後
には激励の横断幕が届けられた。このように、津
波の被害が大きかった太平洋沿岸の自治体には、
何らかの支援が届けられたであろうと推測するこ
とは難くない。しかし、今回は震災からの大打撃
を免れたが、海外から物資等が送られてきた内陸
の市町村も散見される。
　そこで、今回の震災にあたり、外国の都市から
の支援の有無、支援提供のチャンネル、支援の内
容を把握することを目的として、岩手県と宮城県
の全自治体を対象にして、2011年10月にアンケー
ト調査を実施した。アンケート調査の最終目的は、
海外からの支援が国際交流や国際協力などに関す
る住民の意識に、どのような影響や変化を及ぼし
たかを考究することである。
　なお、福島第一原子力発電所の事故で、周辺の
人々は強制的に移住させられ、共同体の崩壊を余
儀なくされた自治体もあるので、今回は福島県の
災害時における国際交流の意義（1）
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市町村をアンケート調査の対象から除外した。ま
た、岩手県の 2自治体（陸前高田市と大槌町）も
被害が甚大（参考資料 2）であるため、アンケー
ト調査に回答することが不可能であろうと判断し
除いた。
　本稿では、事例研究の最初として岩手県の自治
体を取り上げる。次稿では、宮城県の自治体を取
り上げ、岩手県のそれとの比較なども織り交ぜな
がら、両県の自治体における海外からの支援状況
に関する現状を体系的に提示する。
２．先行研究
　1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大地震
に関する報告書は、『阪神・淡路大震災復興誌』
として、全 10 巻にまとめられている。外国から
の支援に関しては、1997 年に刊行された第 1 巻
に次のような記述がある。
　救助隊の他に、世界から 72ヵ国（地域）7
姉妹州省の政府、企業、民間団体や個人から、
水、食料、防寒具、防水シート、テント、赤
ちゃんのミルク、応急医療品、さらに激励の
手紙、絵画など 200 件以上が居
ママ
けられた。
（兵庫県　1996：114-115）
　上述は、『阪神・淡路大震災復興誌』第 1巻の
第 2部「各論」第 1章「生活」第 3節「救援物資」
からの引用であるが、この記述の後では、国内外
から届いた救援物資に関しての輸送システムが検
証されている。しかし、この救援物資が住民にとっ
て物理的に、精神的にどのような役割を果たした
かという検証はない。
　海外からの支援に関しては、5年後の 2000 年 2
月に、総理府から発行された「阪神・淡路大震災
復興誌」にも、次のような言及がなされている。
　……外国からの救援活動等の人的・物的
支援については、76 の国・地域、国連、
WHO、欧州連合から申し入れがあり、被災
地方公共団体の意向を確認した上で、44 の
国・地域の支援が受け入れられた。また、政
府間の支援に加え、民間ベースでも多くの物
資、救援活動、義援金等の支援申し入れがあっ
た。　　（総理府　2000：24）
　さらに、大震災から10年後の2005年に、阪神・
淡路大震災記念協会により「阪神・淡路大震災復
興 10 年総括検証・提言報告」がまとめ上げられ、
この間の各種の活動が詳細に記載されている。「海
外からの支援の状況」という一節には、次のよう
な記述がある。
　震災直後から、海外から救援隊や救援物資
の提供の申し出などが、兵庫県、神戸市、そ
の他市町などに相次いだ。兵庫県国際交流課
の調べでは、震災約 1年後の平成 8年 2月末
までに、54 カ国・地域から 273 件の物資・
義援金、4カ国から 4件の救護・医療、38 カ
国・地域から 118 件の見舞状が兵庫県に寄せ
られ、45カ国・地域から140件の訪問があっ
た。……その他にも外国政府、民間企業等か
ら被災児童、中学生、高校生らの招待旅行等
の申し出もあった。　　（阪神 ･淡路大震災
記念協会　2005：324）
　引用文に言及されている兵庫県国際交流課から
提供された資料には、さらに 1996 年 3 月 12 日現
在の「海外からの救援物資等受入れ状況」が、地
域別（アジア、アフリカ、ヨーロッパ、北アメリカ、
南アメリカ等）に、そして兵庫県、神戸市、その
他県下市町に分類され、16 ページにわたり詳細
にまとめられている。一例を挙げると、モンゴル
政府から神戸市に、毛布 2,000 枚、手袋 500 セッ
トが届けられた。
　確かに、災害時における国際協力に関する基礎
資料は整備されている。しかし、これらの資料を
駆使した分析や考察などはほとんど行われておら
ず、こういう外国からの支援が住民に及ぼした影
響についての研究は皆無、と言っても正鵠を失す
ることにはならないであろう。災害が共同体に及
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ぼす影響について、Rebecca Solnit は A Paradise 
Built in Hell: The Extraordinary Communities 
That Arise in Disaster（＝『災害ユートピア』）
において、「災害において特別な共同体があらわ
れる」、と論じている。それでは、3.11の災害以降、
外国からの支援を通して、人々はどのような共同
体を創造していったのか？文明の未来を占うひと
つの試金石として、世界が大きな関心をもって注
視している時、災害を通して住民の思想と共同体
の変容を考察することは、これまでにない視点で
あり考究に値する。
　タイトルに「国際交流」という言葉が入ってい
るので、国内に居住する外国人にも視点を当てて
論じるべきであることは、指摘を待つまででもな
い。日本に住んでいる外国人からの支援、日本に
住んでいる外国人への自治体の支援など、多面的
な研究が可能である。後者に関しては、多文化共
生という側面から研究がなされている。1990 年 6
月に行われた「出入国管理及び難民認定法」の改
正によって、日系 2世、3世にも「日本人の配偶
者等」、「定住者」という在留資格が与えられ、少
なからずの数 1）の日系ブラジル人が日本に住む
ようになった。そして、「内なる国際化」が叫ばれ、
国、自治体、NGO、NPO等の関心が外国との国
際交流から「多文化共生」に移っていった。こう
いう現状において、今回の震災においても在日外
国人への支援が、様々な場所で、そして様々な方
法で行われた。その状況を鈴木は次のように伝え
ている。
　地震発生数時間後には、NPO法人多文化
共生マネージャー全国協議会が「東北地方太
平洋沖地震多言語支援センター」を設立し、
神戸市長田にあるコミュニティ放送局「FM
わぃわぃ」は多言語による地震・津波情報を
放送した。さらに、在日外国人関連のさま
ざまな団体が、メーリングリストやインター
ネットサイトなどを活用して、多言語やわか
りやすい日本語で正確な情報を伝えるために
奔走した。　　（鈴木　2011：238）
　多言語放送などの取組みが、阪神・淡路大震災
の反省を踏まえて、東日本大震災の被災地におい
ても、次々と立ち上がっていった。
　前述の例からも理解できるように、国際交流は
海外との交流のみを含むものではなく、国内にお
ける外国人との交流によっても国際交流は成立し
うる。しかし本稿ではそこまで視点を広げず、外
国からの自治体への支援の有無と、それが住民に
及ぼした影響のみに焦点を当てて論じる。
３． 災害時における国際交流の意義に関する
アンケート調査の概要と結果
3.1 アンケート調査実施の方法
　岩手県の全自治体（33 市町村）の内、地震と
津波により甚大な被害に見舞われた陸前高田市と
大槌町を除いた 31 自治体に調査票を郵送し、郵
送により返送を依頼した。アンケート調査の概要
は、以下の通りである。
調査票郵送：2011 年 10 月 19 日
調査票回収：2011 年 10 月 20 日～11 月 30 日
調査票回収率：90.3％（28 自治体から回答）
3.2 アンケート調査の結果とそれに関する考察
1）外国の特定の都市との交流実績について
問 1　現在、外国の特定の都市と交流を行ってい
ますか。
a.　行っている　　　18 件（64.3％）
b.　行っていない　　10 件（35.7％）
　6割以上の自治体が、外国の特定の都市と交流
を行っている。岩手県内の市町村で外国人が住ん
でいない自治体は皆無2）なので、内なる国際化と
相まって、県内外における外国人との接触や積極
的な交流が、自治体において広範囲に進展してい
る。
問 2　外国の特定の都市との交流形態はどのよう
なものですか。
（18 自治体のうち、複数の都市と交流を行っ
ている事例もあり、総計は 30 件である。）
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a.　姉妹（友好）都市交流　　27 件（90％）
b.　その他　　3件（10％）
　交流形態は、30 事例の内、圧倒的な数の 27 事
例が姉妹（友好）都市3）交流である。「その他」
と回答した 3事例も、姉妹（友好）都市提携は締
結していないが、交流内容は姉妹（友好）都市交
流のそれとほとんど差異はない。
（問3と問4のアンケート調査結果については、「姉
妹（友好）都市交流」と「その他」として、表 1
と表 2にまとめる。）
問 3  交流先の国名　　　　　　　　　　　　
  交流先の市町村名　　　　　　　　　　
  （英語表記）　　　　　　　　　　　　　
  交流開始年月日 　　　年　　月　　日
問 4  交流のきっかけを教えてください。
市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
1 久慈市
（久慈市）
アメリカ
フランクリン市
1960 年
10 月 5 日
久慈市名誉市民故タマシン・アレン氏の出生地
フランクリン市の市長に、久慈市長が姉妹提携
を申し入れた。
2 花巻市
（大迫町）
オーストリア
ベルンドルフ市
1965 年
10 月 12 日
早池峰山に自生するハヤチネウスユキソウと
エーデルワイスが似ていることから、町長が外
務省を通じてエーデルワイスゆかりの地を紹介
してもらった。
3 北上市 アメリカ
カリフォルニア州
コンコード市
1974 年
10 月 25 日
北上市出身者がコンコード市長等と面識があ
り、両市に共通性があることから姉妹提携を結
んだ。
4 奥州市
（江刺市）
オーストラリア
グレーターシェパトン
市
1979 年
3 月 3 日
椎名素夫代議士の紹介により、シェパトン市（合
併後グレーターシェパトン市）と姉妹提携に
至った。
5 遠野市 イタリア
サレルノ市
1984 年
8 月 8 日
サレルノ国際映画祭でグランプリを受賞した映
画「遠野物語｣ を鑑賞した同市市長が、映画監
督に親書を託し、姉妹提携を結ぶこととなった。
6 盛岡市
（盛岡市）
カナダ
ビクトリア市
1985 年
5 月 23 日
盛岡市出身の新渡戸稲造がビクトリア市で客死
したことが縁となり、姉妹提携を結んだ。
7 北上市 中国
三門峡市
1985 年
5 月 25 日
河南省との交流活動を通して、同省の中で北上
市と類似点の多い三門峡市と友好提携を結ぶに
至った。
8 花巻市
（石鳥谷町）
アメリカ
ラットランド市
1986 年
10 月 8 日
町長がアーラム大学の教授（バーモント州出身）
から、バーモント州ラットランド市を紹介され、
同市を訪問したのがきっかけとなり、姉妹提携
を結んだ。
表 1　岩手県の自治体の姉妹（友好）都市提携状況（1960～2010 年） 締結年順
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
9 金ケ崎町 中国
長春市
1989 年
2 月 1 日
近隣在住の中国人と通訳（長春市政府職員）か
ら長春市を紹介され、友好提携を結んだ。
10 久慈市
（久慈市）
リトアニア
クライペダ市
1989 年
7 月 9 日
琥珀の産地であるという共通点があることか
ら、姉妹提携を結んだ。
11 奥州市
（江刺市）
オーストリア
ロイテ市＆ブライテン
ヴァング市
1991 年
6 月 7 日
江刺中核工業団地に進出している企業と、技術
提携のあるロイテ市の企業との縁で姉妹提携を
結んだ。ロイテ市と同じ広域圏にあるブライテ
ンヴァング市からも要請があり、同時に姉妹提
携を結ぶこととなった。
12 岩泉町 アメリカ
ウィスコンシン・デル
ズ市
1992 年
8 月 6 日
岩泉町で英語指導助手として勤めたウィスコン
シン・デルズ出身の青年が仲介役となり、姉妹
提携を結んだ。
13 宮古市
（新里村）
フィリピン
ラ・トリニダッド市
1992 年
8 月 7 日
新里村出身でマニラ在住のJICA職員の紹介で、
村民が同市を訪問した際、市長から交流を切望
され、姉妹提携を結んだ。
14 大船渡市 スペイン
パロス・デ・ラ・フロ
ンテラ市
1992 年
8 月 12 日
コロンブスのアメリカ到達 500 年を記念して復
元された帆船サンタ・マリア号がバルセロナ港
を出帆するにあたり、市長一行がその出港式に
出席し、併せてパロス・デ・ラ・フロンテラ市
を表敬訪問した。この邂逅が発端となり、サン
タ・マリア号の大船渡入港に合わせて、姉妹提
携を結んだ。
15 花巻市
（花巻市）
アメリカ
ホットスプリングス市
1993 年
1 月 15 日
温泉地である花巻市が、温泉保有地を有する
ホットスプリングス市を、日本国際交流セン
ターから紹介され、姉妹提携に至った。
16 一関市
（藤沢町）
オーストラリア
セントラルハイランズ
市
1993 年
7 月 27 日
藤沢町に招聘した英語講師からデュアリンガ郡
（合併後セントラルハイランズ市）を紹介され、
姉妹提携に至った。
17 金ケ崎町 アメリカ
アマースト町
1993 年
8 月 18 日
アマースト町出身の英語指導助手の来町を契機
として、姉妹提携へと発展した。
18 宮古市
（宮古市）
中国
烟台市
1993 年
10 月 26 日
宮古市の医師が市を通じて､ 烟台市へ医療機器
を寄贈したのがきっかけとなり､ 友好提携に
至った｡
19 佂石市 フランス
ディーニュ・レ・バン
市
1994 年
4 月 20 日
1992 年に開催された三陸・海の博覧会のシン
ボルとなった「アンモナイトの壁」剥離標本の
設置に、ディーニュ・レ・バン市が技術協力し
たことから、姉妹提携を結んだ。
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
20 八幡平市
（松尾村）
オーストリア
アルテンマルクト町
1994 年
11 月 13 日
松尾村で開催した国際音楽会が契機となり音楽
の都ウイーンに中学生を派遣した。2度目の中
学生派遣先であったアルテンマルクト町の親善
訪問団の来村をきっかけに、姉妹提携を結んだ。
21 矢巾町 アメリカ
フリモント市
1995 年
7 月 22 日
英語指導助手の紹介で交流が始まり、友好提携
を結んだ。
22 山田町 オランダ
ザイスト市
2000 年
5 月 13 日
17 世紀にオランダ船が山田湾の大島に漂着し
たという史実を基に、オランダの都市との交流
を模索していた時、オランダの関係者からザイ
スト市を紹介され、姉妹提携に至った。
23 金ケ崎町 ドイツ
ライネフェルデ・デル
ズ市
2002 年
9 月 28 日
重要伝統的建造物群保存地区の指導を受けてい
た教授（東北大学）の紹介でライネフェルデ市
（合併後ライネフェルデ・デルズ市）との交流
が始まり、姉妹提携に至った。
24 八幡平市
（安代町）
ニュージーランド
ホロフェヌア地区
2003 年
1 月 24 日
安代町が日本一の生産量を誇るりんどうを年間
を通して栽培するため、南半球のニュージーラ
ンドで試験栽培を委託したことから交流が始ま
り、姉妹提携を結んだ。
25 紫波町 オーストラリア
サザンダウンズ市
2005 年
6 月 20 日
果樹産業が盛んであるという共通性を鑑み、ス
タンソープ市（合併後サザンダウンズ市）と姉
妹提携を結んだ。
26 花巻市 中国
大連市西崗区
2008 年
1 月 23 日
2007 年に市長が大連市を訪問した際、西崗区
から交流の申し出を受け、友好提携に至った。
27 平泉町 中国
天台県
2010 年
6 月 28 日
町議会議員が、中尊寺と毛越寺の宗派である天
台宗の発祥の地である天台県を訪問した後、友
好提携を結んだ。
市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名 交流開始年 交流開始の経緯等
1 花巻市
（東和町）
アメリカ
クリントン村
1988 年 1979 年に東和町の青年が、クリントン村で農
業研修を行ったのがきっかけである。
2 花巻市
（東和町）
イギリス
シェットランド諸島
1990 年 花巻市在住の日英協会員が、交流相手を探し
ていた高校教諭に、東和町を紹介したのがきっ
かけである。
3 葛巻町 ドイツ
バード・デュルクハイ
ム市
2002 年 岩手県と交流を行っているバード・デュルク
ハイム市を紹介され、ワイン製造などの交流
を行っている。
表 2　岩手県の自治体の国際交流状況（姉妹（友好）都市を除く）（1988～2002 年） 交流開始年順
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問 5　これまでの交流活動の内容を教えてくださ
い。（複数回答）
a. 青少年派遣　　24
b. 青少年受入　　23
c. 市町民派遣　　26
d. 市町民受入　　23
e. 首長訪問　　　26
f. 首長受入　　　19
g. 市町職員派遣（6カ月以上）　3
h. 市町職員受入（6カ月以上）　2
i. スポーツ団の派遣　　 5
j. スポーツ団の受入　　 5
k. 教育関係者の派遣　　11
l. 教育関係者の受入　　15
m. その他　　　　　　 　6
　問 3、問 4、問 5 の回答から、岩手県の自治体
における国際交流の特徴として、次の 3点を指摘
することが出来る。
①交流先と交流目的
　自治体の交流先を回答の多い順に 5位まで列挙
する。上位はアメリカ（8事例）、中国（5事例）、
オーストラリア（3 事例）、オーストリア（3 事
例）、ドイツ（2事例）となり、欧米、オセアニ
ア、アジアが主な交流範囲となる。アメリカとオー
ストラリアが多いのは英語圏ということで、自治
体が青少年の異文化理解と英語能力の向上を目指
した結果である。オーストリアとは山岳文化や音
楽などが縁で、姉妹（友好）都市提携を結んだ自
治体が多い。日本と中国との交流は、1972 年の
日中国交正常後隆盛を見せ、岩手県では北上市が
1985 年に三門峡市と友好提携を結んだ。その他
の国々は、1件と事例は少ないが、岩手県の自治
体は南米、アフリカを除いた地域の都市と交流を
続けている。
②姉妹（友好）都市提携締結年
　岩手県の自治体の姉妹（友好）都市提携締結年
は、1980 年代後半から 1990 年代前半にピークを
迎える。特に1993年には、4自治体が姉妹（友好）
都市提携を結んだ。岩手県の自治体における姉妹
（友好）都市提携締結年の傾向は、全国的なそれ
と軌を一にする。佐藤（2009：24-26）は、自治
体がこぞって姉妹（友好）都市提携に興味を示し
た背景を、バブル景気、国の政策などの観点から
図１　岩手県の自治体における姉妹都市提携件数の推移
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分析しているが、この間に提携を結んだ 17 自治
体は、交流が始まってからすでに 26 年から 16 年
が経過している。何らかの実績を積む十分な期間
であり、多くの自治体は多様な交流を展開してき
た。
③交流活動の内容と参加者
　交流活動の内容は、市町民派遣（26 事例）と
首長訪問（26 事例）を最多として、青少年派遣
（24 事例）、青少年受入（23 事例）、市町民受入（23
事例）、首長受入（19事例）、教育関係者の受入（15
事例）が続いている。交流の分野は行政と教育が
目立つが、一般市民の交流も盛んで、その分野は
多岐に渡っている。
　参加の年齢層は中学生や高校生の若者から成人
まで、その幅は大変広い。派遣と受入の数字に多
少のばらつきはあるものの、大きな偏りがないと
いうことは、相互交流が行われてきたことを実証
するものである。また、これらの交流は人と人と
の交流であり、すなわち、自治体は「顔の見える」
交流を通して、相手の都市と友好や信頼関係を構
築してきた。換言すれば、両住民は生身の人間同
士として握手を交わし、親交を厚くしてきた。
2）過去に実施した災害時の支援について
問 6　過去に相手の都市において災害がありまし
たか。
（過去 20 年間の範囲でお答えください。）
a. あった　　10
b. なかった　　17
c.  3･11 の震災で記録文書が紛失したため
把握できない　　0
d.  記録に残していないため把握できない　　
3
　近年異常気象なども重なり、世界各地でさまざ
まな災害が起こっている。岩手県の自治体の姉妹
（友好）都市交流先もそれを免れることができな
い。被災の例は 10 件を数える。
問 7　過去に相手の都市が被災した時、支援を行
いましたか。
（過去 20 年間の範囲でお答えください。）
a. 行った　　8
b. 行わなかった　　2
c.  3･11 の震災で記録文書が紛失したため
把握できない　　0
d.  記録に残していないため把握できない　
3  
　災害に見舞われた相手先（10 事例）に、支援
を行ったのは 8事例である。支援を行わなかった
2事例の内、1事例は当時被災の事実を把握して
いなかった。もし相手の都市における洪水の被害
を承知していたならば、両市は約 20 年に渡って
盛んな交流を継続してきたので、当然何らかの援
助活動を行ったであろうことは推測に難くない。
（問 8と問 9は、表 3にまとめる。）
問 8　相手の都市の被災の年と災害の内容を、教
えてください。
　　　　年（災害の内容）　　　　　　
問 9　どのような支援を行いましたか。（複数回
答）
a.  公式にお見舞いの手紙・メールを送った　
8
b. 寄書きを送った　　0
c. 義援金・寄付金を送った　　5
d. 物資を送った　　0
e. お見舞いに訪れた　　0
f. その他　　0
　相手の都市の災害は、洪水（4事例）、ハリケー
ン（2事例）、地震（2事例）、土砂崩れ（1事例）、
山火事（1事例）である。世界的な異常気象など
により、時と場所を選ばず災害に見舞われる可能
性が高くなっている。
　被災した相手の都市への支援内容は、公式にお
見舞いの手紙・メールを送った（8事例）と、義
援金・寄付金を送った（5事例）である。これま
での「顔の見える」交流の結果、被災の一報が入
るや否や、首長名で見舞いの手紙・メールを送っ
た自治体が多い。そして、即座に住民による募金
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活動が展開され、公的な見舞金とともに、義援金・
寄付金も相手都市に送られた。
　問 10 と関連するので少し先取りするが、これ
まで何らかの支援を行った 8事例のうち、今回の
大震災において、相手の都市から支援が送られて
きた例は 7件である。互助の精神が国際交流に生
きていることを実証する数字である。
3）3･11 大震災時の支援について
①交流している外国の都市からの支援
（問 10 と問 11 は、表 4にまとめる。）
問10　2011年3月11日の東日本大震災に際して、
交流している外国の特定の都市から支援がありま
したか。
a. あった　　16 自治体（23 事例）
b. なかった　　5自治体（7事例）
　外国の特定の都市と交流を行っている 30 事例
の内、今回何らかの支援があったのは 23 事例
（76.7％）、支援がなかったのは 7事例（23.3％）
である。自治体の被災の大小に関わらず、約 8割
の外国の都市から支援が届いたという事実は、こ
れまでの両市の密度の濃い関係を物語る。八幡平
市や大船渡市など支援がなかった事例 4）の多く
は、すでに交流が休止状態である。
　高度情報化社会に生きている現代において、災
害時においても相手の都市との通信手段が確保さ
れる場合が多いので、国際交流の担当者が逐次相
手の都市に災害の情報を伝えたことが、見舞の手
紙などの中に、感謝の念とともに記されている。
正確な、そして詳細な情報を、相手の都市に提供
する担当者の役割が大きい。
問 11　どのような支援がありましたか。（複数回
答）
a.  公式にお見舞いの手紙・メールが届いた
16
表 3　国際交流の相手先における被災と支援 災害発生年順
自治体 相手の都市 災害年 災害 支援内容
1 花巻市 ホットスプリングス市 2005 年 ハリケーン ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
2 奥州市 ロイテ市＆ブライテンヴァ
ング市
2005 年 大雨による洪水 ・行わなかった
3 北上市 三門峡市 2008 年 大地震 ・公式な見舞いの手紙・メール
4 久慈市 フランクリン市 2008 年 洪水 ・行わなかった
（当時、被災の事実を把握してい
なかった。）
5 宮古市 ラ・トリニダッド市 2009 年 台風による土砂崩
れ・地滑り
・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
6 奥州市 グレーターシェパトン市 2009 年 山火事 ・公式な見舞いの手紙・メール
7 花巻市 ラットランド市 2011 年 ハリケーン ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
8 一関市 グレーターシェパトン市 2011 年 洪水 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
9 八幡平市 ホロフェヌア地区 2011 年 地震 ・公式な見舞いの手紙・メール
10 紫波町 サザンダウンズ市 2011 年 洪水 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
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b. 寄書きが届いた　4
c. 義援金・寄付金が届いた　16
d. 物資が届いた　2
e 代表者が見舞いに訪れた　1
f. ホームステイ受入の申し出があった　2
g. その他　7
　問 10 の回答における、両市の密度の濃い交流
を裏付けるように、公式に見舞いの手紙・メール
が届き（16 事例）、寄書きや千羽鶴も寄せられた。
また、相手の都市の住民が地震の一報に接した直
後に開始した、募金活動によって集められた義援
金・寄付金も送られてきた。義援金・寄付金の額
が 2,700 万余円に上った都市もある。募金だけで
なく、食品やタオルなどの日用品も届けられた。
スーパーの陳列棚から多くの商品が消えてしまっ
た経験を踏まえると、海外からの物資も、ガソリ
ン不足、道路の寸断などによる車両の通行止めに
よって招来する配送の問題が解決すれば、大きな
支援となる。ホームステイ受入の申し出は、参加
者がいれば、災害の詳細を相手に正確に伝えると
いう意味で有効性を持つ。
②交流のない外国の都市からの支援
（問 12 と問 13 は、表 5にまとめる。）
問12　2011年3月11日の東日本大震災に際して、
自治体 相手の都市 支援内容
1 盛岡市 ビクトリア市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金　・見舞の訪問
2 花巻市 ホットスプリングス市 ・義援金・寄付金　・折紙や習字
3 花巻市 ベルンドルフ市 ・義援金・寄付金
4 花巻市 ラットランド市 ・義援金・寄付金　・折紙や習字
5 花巻市 大連市西崗区 ・物資（タオル等日用品）
6 北上市 コンコード市 ・義援金を日赤へ寄託
7 北上市 三門峡市 ・義援金・寄付金
8 久慈市 フランクリン市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金
9 久慈市 クライペダ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金　・ホームステイ受入の申し出
・千羽鶴キャンペーンの写真
10 遠野市 サレルノ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・物資（食品、ベビーフード、オムツ）
11 佂石市 ディーニュ・レ・バン市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金　・絵画
12 一関市 セントラルハイランズ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・千羽鶴
13 八幡平市 ホロフェヌア地区 ・公式な見舞いの手紙・メール
14 奥州市 グレーターシェパトン市 ・公式な見舞いの手紙・メール
表 4　国際交流の相手先からの支援
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交流のない都市・地域から支援がありましたか。
a. あった　　13 自治体（23 事例）
b. なかった　　15 自治体
　アンケートに回答した 28 自治体のうち、交流
のない都市・地域から支援が「あった」自治体は
13件（46.4％）、「なかった」自治体は15件（53.6％）
である。支援が「なかった」自治体が少し多いが、
有意差とは言えないであろう。
問 13　①どの都市・地域から支援がありました
か。
（都市が特定できない回答が散見されるので、
国別にまとめる。）
a. 中国  6
b. アメリカ 4
c. イギリス 2
d. フランス 2
e. タイ  2
f. ベトナム 2
g. 韓国  1
h. 台湾  1
i. フィリピン 1
j. オーストラリア 1
k. オランダ 1
l. ハンガリー 1
m. スイス  1
n. メキシコ 1
　支援の国としては、中国（6件）、アメリカ（4件）、
イギリス（2件）、フランス（2件）など、アジア、
欧米が目立つ。
問 13　②どのようなルートで支援が届きました
か。
a.  貴市町村出身の海外在住日本人を介して　　
0
b.  貴市町村と交流のある外国人や外国の団
体を介して　　1
c.  貴市町村と関係のある団体・企業・個人
自治体 相手の都市 支援内容
15 奥州市 ロイテ市＆ブライテンヴァング市 ・公式な見舞の手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金
・ホームステイ受入の申し出
16 葛巻町 バード・デュルクハイム市 ・地域のボランティアの人からの見舞いのメール
17 紫波町 サザンダウンズ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
18 矢巾町 フリモント市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
19 金ケ崎町 アマースト町 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
20 金ケ崎町 ライネフェルデ・デルズ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金　・絵画、折鶴
21 平泉町 天台県 ・公式な見舞いの手紙・メール
22 山田町 ザイスト市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
23 岩泉町 ウィスコンシン・デルズ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金
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を介して　　9
d. 他の自治体等より紹介を受けて　　2
e.  全く知らないところから突然支援があっ
た　　4
f. その他　　8
　支援のルートは、「市町村と関係のある団体・
企業・個人を介して」が最多の 9件であるが、「全
く知らないところから突然支援があった」も 4件
あった。インターネットで災害の様子が全世界に
刻々と伝えられていった状況からすると、後者の
「突然の支援」も首肯できる。
問 13　③どのような支援が届きましたか。
a.  公式にお見舞いの手紙・メールが届いた　　
5
b. 寄書きが届いた　　2
c. 義援金・支援金が届いた　　5
d. 物資が届いた　　7
e.  ホームステイ受入の申し出があった　　
3
f. その他　　4
　実利的な「物資」（7件）を始め、「見舞いの手
紙・メール」（5件）、「義援金・支援金」（5件）等、
被災県の自治体に温かい心が寄せられた。
自治体 支援の国・都市 支援ルート 支援内容
1 宮古市 イサカ市
（アメリカ）
・全く知らないところから突然 ・公式な見舞いの手紙・メール
2 タイ ・ その他（友好都市の東京都品
川区を通して）
・物資（食料、雑貨、毛布、水）
3 中国 ・その他 ・物資（食料）
4 韓国 ・その他 ・物資（食料、水）
5 大船渡市 アメリカ、イギリス、
オランダ、中国
・全く知らないところから突然 ・ その他（被災者捜索、瓦礫撤去
等）
6 ホードメゼーバー
シャールヘイ市
（ハンガリー）
・全く知らないところから突然 ・ホームステイの申し出
・ その他（ハンガリー国内視察、
ハンガリー大統領訪問等）
7 マノスク市
（フランス）
・ その他（NPO法人の企画に中
学生が個人参加したもの）
・ ホームステイの申し出・その他
（フランス国内視察、子どもキャ
ンププログラム参加等）
8 花巻市 グアダラハラ市
（メキシコ）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・寄書き
9 北上市 洛陽市
（中国）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
10 久慈市 クジ市
（スイス）
・その他
（全く知らなかったが、町の名
前が同じということで）
・義援金・寄付金
11 遠野市 フィリピン ・その他
（大使館を通して）
・物資（雑貨）
表 5　交流のない都市・地域からの支援
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4）災害時における国際交流の意義
問 14　被災した時、外国の都市からの支援は、
住民にとってどのような意義を持ちましたか。（複
数回答）
a.  住民にとって大きな励ましとなった　　
16
b. 住民の生活の助けになった　　5
c. 相手の都市との関係が深まった  15
d.  住民が地域社会の一員として共生や共感
に目を向ける機会となった　　3
e.  住民が国際支援や国際協力を考えるきっ
かけとなった　　7
f. その他　 0
　外国の都市からの支援は、「住民にとって大き
な励ましとなった」（16 件）ことは想像に難くな
い。「まさかの時の友こそ真の友」という諺が想
起されるが、「真の友」の再認識は、被災した住
民をいかに鼓舞するかを、今回の震災が教えてく
れる。「真の友」の再認識は、当然「相手の都市
との関係を深める」（15 件）ことにつながってい
く。一方で、外国からの支援は、「国際支援や国
際協力を考えるきっかけ」（7件）にもなり、住
自治体 支援の国・都市 支援ルート 支援内容
12 タイ ・その他
（大使館を通して）
・ 物資（マスク、カップラーメン）
13 ベトナム ・全く知らないところから突然 ・ 物資（カップラーメン、タオル、
下着、割り箸）
14 一関市 トゥーンバ市
（オーストラリア）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して（学校）
・義援金・寄付金
15 ホーチミン市
（ベトナム）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・義援金・寄付金
16 佂石市 莱州市
（中国）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
17 トゥールーズ市 ・ 他の自治体等より紹介を受け
て
・寄書き
18 八幡平市 中国 ・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
19 奥州市 ゲイザースバーグ市
（アメリカ）
・その他
（同緯度に位置し、共に国際緯
度観測所が設置されていた縁
による）
・ 公式な見舞いの手紙・メール・
その他（見舞いの言葉を彫った
盾）
20 矢巾町 寧波市
（中国）
・ 市と交流のある外国人や外国
の団体を介して
・義援金・寄付金
21 岩泉町 嘉義県
（台湾）
・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・ホームステイの申し出
22 普代村 アメリカ ・ 市と関係のある団体・企業・
個人を介して
・物資（石けん、歯ブラシ）
23 グラスゴー市
（英国）
・ 他の自治体等より紹介を受け
て
・義援金・寄付金
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民が世界的な規模で物事を考える、思考の拡大を
も可能とならしめる。
４．事例紹介（佂石市）
　佂石市は、2012 年に総務省および自治体国際
化協会が主催する第 6回姉妹自治体交流表彰（東
日本大震災対応部門）で「総務大臣賞」を受賞し
た。審査委員会の評価は、「表面的には途絶えて
いた交流が底流では生きていて、震災を契機に、
物的・人的支援を通して交流が広がることになっ
た点は、姉妹都市交流が利害関係とは関係なく結
ばれている絆を再確認するもので、その模範とな
るものである。」5）
　佐藤智子と佐々木肇（2008）が佂石市（2000 年）
とディーニュ・レ・バン市（2001 年）で調査を
行った時には、1994 年の姉妹都市締結から数年
しか経過していないにもかかわらず、すでに人的
な交流はなく、児童生徒の絵画交換が細々と行わ
れているだけであった。その後両市の交流がほと
んどなく、休眠状態が続いていた。2006 年に佂
石市国際交流協会が設立された時にも、その規約
の「事業」の項目に、「在住外国人の支援と共生
に関する事業」（多文化共生）などは列記されて
いたが、ディーニュ・レ・バン市への言及は皆無
であった。
　このような状況の中で、2011 年 3 月 11 日東日
本大震災が起こり、佂石市は地震と津波により大
きな被害を受けた。一報を受信したディーニュ・
レ・バン市の対応を、在マルセイユ総領事館首席
領事の長澤秀一氏の報告書（2011）を参考にして
記す。市長は時を置かずして佂石市に公式な見
舞い状を送るとともに、半旗を掲げ、全公立学校
に黙祷を捧げるよう指示を出した。同時に、市民
は多岐に渡る募金活動を展開した。2011 年 8 月 5
日同市で開催されたラベンダー祭の当日、ディー
ニュ・レ・バン市長と佂石市長による電話会談が
行われ、前者から「これからも出来る限りの支援
活動をしていきたい。また姉妹都市交流について
も再活性化していきたい」、と固い決意が表明さ
れるとともに、一方後者からも「姉妹都市関係の
再活性化についても力を入れていきたい」、とい
う肯定的な意見が述べられた。この会談に臨席し
た長澤氏は、報告書を次の一文でまとめている。
「ディーニュ・レ・バン市からのエールに佂石市
が真伨に応えてくれたことで、休眠から目覚めた
姉妹都市関係。これを機会に新たなページが開か
れることでしょう。」
　佂石市とディーニュ・レ・バン市の姉妹都市関
係は、10 年以上にわたり目だった交流がなく、
表面的には枯れ果てた状態になっていた。しかし、
いったん掘り当てた水脈は枯渇することなく流れ
続けていた。そして、大津波という火急の災害が
発生すると同時に、その水脈は地上に噴き出し、
相手の都市の住民を潤し癒した。今回の両市の交
流活動は、災害時においても姉妹都市交流は、そ
の機能を十全に発揮する底力を持っていることを
証明した。次の佂石市の回答は、それを裏付ける
ものである。「1994 年に姉妹都市を締結したが、
2000 年頃から交流が停滞し、近年途絶えていた。
奇しくも、震災を機に両市の強い絆を改めて確
認することができた。」佂石市のみならずディー
ニュ・レ・バン市も、震災を機会に、交流の復活
に向かって邁進するであろう。
５．おわりに
　最後に、アンケート問 10 と問 12 に対する回答
数字と、表 5の「支援ルート」の回答内容につい
て考察を深める。両者から導き出せることは、大
震災の前から姉妹（友好）都市提携等により交流
をしていた自治体の方が、外国の都市からより直
接的（紹介者、仲介者を介さず）で確かな支援を
受けることができたということである。大震災の
前から交流していた外国の都市から支援があった
自治体が16自治体・23事例に対し、支援がなかっ
たのは 5自治体・7事例に過ぎないが、大震災の
前に交流がなかった外国の都市から支援があった
自治体が13自治体・23事例に対し、支援がなかっ
たのは 15 自治体という回答であった。数字を単
純に見ても、交流している外国の都市から支援が
あった自治体がわずかではあるが多い（16：13）
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し、交流している外国の都市から支援がなかった
自治体（5）よりも、交流のない外国の都市から
支援がなかった自治体（15）の方が多い。交流の
ない外国の都市からなんらかの支援があったの
も、紹介者、仲介者の労によるところが大きい。
　「確かな支援」と災害時における国際交流の意
義を、久慈市の回答者は次のように語る。「この
度の東日本大震災の被害に対する姉妹都市からの
支援は、過去数十年にわたる交流があればこその
ものであると考える。両姉妹都市から受けた支援
を忘れることなく、これからも交流を継続し、姉
妹都市が被災することがあれば、今度は当市から
も支援したいと考えている。」国際交流の目的と
して、真伨な、そしてたゆみない相互交流活動を
通して、一次的には偏見のない、健全な友好関係
の樹立が挙げられるが、災害などの場を通して、
副次的には物理的な互恵関係も伴うことが、今回
のアンケート調査で判明した。国際交流の要諦は
災害という非日常的な場面においても、その力を
発揮するところにあると言ってもよいであろう。
　さらに、災害時における外国、特に姉妹（友好）
都市交流を行っている都市からの思いやりと実効
性のある支援を通して、市民は国際交流について
これまでとは違った意識を持つようになった。す
なわち、有形無形の支援を目の当たりにして、国
際交流の意義を洞察し、その意識の層を幾重にも
深めた。ここに新しいグローバル市民の誕生を見
ることができる。この市民がこれからどのような
国際交流活動を展開していくか、長期にわたり注
視していく必要がある。
　以上、本稿においては、2011 年 10 月に岩手県
の自治体を対象に行ったアンケート調査をもと
に、災害時における国際交流の意義を考察した。
震災から 7カ月しか経過していない時点でのアン
ケート調査の結果であるため、速報的な意味が大
きい。甚大な被害を受けたために今回アンケート
調査から除外した陸前高田市と大槌町においても
調査を行う必要があることは痛感している。特に
陸前高田市国際交流協会は、震災時の外国人支援
活動が認められ、「2011 年度国際交流基金地球市
民賞理事長特別賞」を受賞したので、早急に調査
研究を開始しなければならない。その前に、次稿
では、すでにアンケート調査が済んでいる宮城県
の自治体を対象に考察を行う予定である。
【附記】
　アンケート調査項目と論文の原案を佐藤が作成
し、それについて岩手県国際交流協会の稲田収、
宮順子、大山美和と討論を重ね、最終的に佐藤が
本論をまとめた。
【注】
1 ） 法務省の統計によると、2010 年末現在日本に住んで
いるブラジル人の数は、23万552人である。ちなみに、
外国人登録者総数は 213 万 4,151 人で、日本の総人口
に占める割合は 2.67％である。国籍数は 191 にのぼ
り、上位 5位は次の通りである。1位中国（台湾と香
港を含む）：68万7,156人（32.2％）、2位韓国・朝鮮：
56 万 5,989 人（26.5％）、3 位ブラジル：23 万 552 人
（10.8％）、4 位フィリピン：21 万 181 人（9.8％）、5
位ペルー：5万 4,636 人（2.6％）。
2） 2010年12月現在、岩手県内の外国人登録者数は5,942
人である。盛岡市の 1,275 人から普代村の 2人まで、
全市町村に外国人が住んでいる。
 http://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/
sl4Tokei/keywordKekka.html.2012.07.09。
3 ） 自治体国際化協会（2005：3）は「姉妹都市」の定義
として、次の 3点を挙げている。①両首長による提携
書があること、②交流分野が特定のものに限られてい
ないこと、③交流にあたって、何らかの予算措置が必
要になるものと考えられることから、議会の承認を得
ていること。
4） 八幡平市（旧松尾村）とアルテンマルクト町との事例
研究は、佐藤（2007）を参照。大船渡市とパロス・デ・
ラ・フロンテラとの事例研究は、佐藤（2011：146-
149）を参照。
5） 自治体国際化協会、http://www.soumu.go.jp/main_
content/000160425.pdf.2012.05.26。
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【参考資料】
1．姉妹提携件数及び姉妹提携自治体数
 2012 年 1 月 31 日現在
区　分 姉妹提携件数 姉妹提携自治体数
複数姉妹提携
自治体数
都道府県 135 42 33
市 1159 546 309
区 39 21 12
町 248 206 38
村 35 36 3
合計 1616 851 395
※ 1　姉妹提携件数には、複数自治体による合同提携 5件
（5市 6町 5村）を含む。
※ 2　姉妹提携自治体数には、複数姉妹提携自治体数を含
む。
（http://www.clair.or.jp/cgi-bin/somai/j/00.cgi,2012.
03.12）。
2．東北地方太平洋沖地震に係る人的被害・建物被害状況一覧
　　　　　　　   岩手県総務部総合防災室
 平成 23 年 9 月 30 日 17：00 時点
死者
（人）
行方不明者
（人）
負傷者
（人）
家　屋
倒壊数
（棟）
うち、
死亡届
の受理
件数（件）
陸前高田市 1,554 385 243 不明 3,341
大船渡市 339 107 86 不明 3,629
佂石市 884 198 163 不明 3,627
大槌町 802 576 473 不明 3,717
山田町 604 211 167 不明 3,184
宮古市 420 121 107 33 4,675
岩泉町 7 0 0 0 197
田野畑村 14 16 15 8 270
普代村 0 1 1 1 0
野田村 38 0 0 17 479
久慈市 2 2 2 10 276
洋野町 0 0 0 0 26
沿岸小計 4,664 1,617 1,257 69 23,421
内陸小計 0 11 5 119 1,317
総計 4,664 1,628 1,262 188 24,738
※ 1　死者数は県警調査（平成23年9月30日 17：00現在）、
行方不明者、行方不明者に関する死亡届の受理件数
及び負傷者数は市町村報告による。
注）行方不明者は、家族等の住民から各市町村へ寄
せられた安否不明の人数を計上したもの。
※ 2　被害の概況については、沿岸部の情報を中心に提供
している。
※ 3　死者及び負傷者数は、被害に遭われた場所の市町村
に計上している。
（住所地の市町村に計上しているものではない。）
※ 4　上記には平成 23 年 4 月 7 日の余震の被害も含めて
いる。
※ 5　家屋倒壊数は住家のみの全壊＋半壊数である。（4月
12 日報告以降）
※ 6　平成 23 年 6 月 30 日から、行方不明者に関する死亡
届の受理件数を計上している。
（http://www.pref.iwate.jp/~bousai,2011.10.1）。
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The Signiﬁ cance of International Relationships Following a Disaster and Subsequent Reconstruction:
A Case Study of Local Governments in Iwate Prefecture
Tomoko SATO・ Iwate International Association
Abstract 　　Approximately 65 percent of local governments in Iwate Prefecture have an international 
relationship with foreign cities. Since the Great East Japan Earthquake and the resulting tsu-
nami crushed the northeastern coast of the main island of Honshu, many of the devastated cities 
have received all kinds of support and services from abroad including words of consolation, 
prayers and donations.
 　　This article deals with the signiﬁ cance of international relationships in a disaster where 
thousands of lives were lost and millions of yen worth of damage to structures was caused. The 
prolonged use of shelters for the countless evacuees continues into the present. This analysis 
is based upon the results of surveys conducted on the local governments in Iwate Prefecture 
in 2011. The article describes how the relief eﬀ orts of foreign cities have modiﬁ ed Japanese 
citizens' concepts of international relationships. Appreciation for fund raising activities abroad 
for reconstruction has allowed the people of local cities in Iwate Prefecture to gain new perspec-
tives on the relationships with foreign cities as well as international cooperation throughout the 
globe.
Key words 　　The Great East Japan Earthquake, international relationships, relief eﬀ orts, local govern-
ments in Iwate Prefecture
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